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 本委員会は、平成２０年７月から６回の委員会と３回の小委員会を 
開催し、貴職より諮問のありました「適正な産科診療（妊婦健診、分

娩等）のあり方について」鋭意検討を行ってまいりました。 
 その結果を以下の通り、とりまとめましたので答申いたします。 
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適正な産科診療（妊婦健診、分娩等）のあり方について 

 
           

Ⅰ．はじめに 

  平成２０年度の診療報酬改定により、妊産婦緊急搬送入院加算やハイリスク妊娠

管理加算等の新設、ハイリスク分娩管理加算の適応拡大・点数アップをはじめ産科

医療の過酷さとそれに伴わない報酬に関して種々の配慮がなされた。平成２１年１

月より産科医療補償制度が開始され、産科医の抱える脳性麻痺児に対する医療訴訟

リスクの軽減を図り、また妊婦健康診査の公費負担が大幅に拡充される等、産科医

療に対してさまざまな支援策が採られるようになってきた。さらに、平成２１年１

０月からは出産育児一時金が４万円上乗せされ４２万円となり、しかも医療機関に

直接支払われることから、分娩による未収金の問題もある程度解決される方向とな

った。 

しかし、産科医師不足などから勤務医師の過重労働の改善は進まず、金銭的なイ

ンセンティブも十分には得られていないのが現状である。 

本答申により、産婦人科医師がゆとりを持って産科医療を推進し、より安心で安

全な生命の誕生に寄与することを念願する。 

 

 

Ⅱ．検討すべき項目と問題点 

適正な産科診療（妊婦健診、分娩等）に関して、当委員会は以下の項目について

検討し、その背景と問題点を挙げた。 

 

１．妊婦健診の公費負担 

平成２１年２月厚生労働省より妊婦健康診査の実施について、平成２２年度まで
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の限定で妊婦健康診査臨時特例交付金制度が創設された。その目的は「近年、出産

年齢の上昇等により、健康管理がより重要となる妊婦が増加傾向にあるとともに、

経済的な理由等により健康診査を受診しない妊婦もみられ、母体や胎児の健康を図

る上で、妊婦健康診査の重要性、必要性が一層高まっているところである。このた

め、妊婦の健康管理の充実及び経済的負担の軽減を図るため、妊婦健康診査による

必要な経費を交付することにより、安心して妊娠・出産ができる体制を確保するこ

とを目的とする」としている。これにより地方自治体においては相当回数の補助負

担増が期待された。しかしながら、妊婦健康診査の公費負担にかかる厚生労働省の

調査結果（1,800 市区町村（平成２１年４月１日時点））によれば、公費負担回数や

公費負担額において各都道府県、各市区町村で地域格差の存在することがわかった。

公費負担回数の平均は 13.96 回（平成２０年４月においては５．５回）、１３回以

下が２５市区町村あり、また、公費負担の平均は 85,759 円で厚生労働省が示した

１４回分の公費負担額（約 113,000 円）に対する割合は 75.9％であったが、３万円

未満のところも１８市区町村認められた。都道府県別でみると山口県の 111,127 円

が最も高く、最低額は大阪府の 39,813 円で、71,314 円の差があり、公費負担額の

分布では「７万円以上～１０万円未満」が全体の 83.9％を占めた。 

公費負担の拡充では１４回のうち５回分が地方財政措置、残る９回分が国庫負担

と地方財政措置で２分の１ずつ補助する。地方財政措置分の使途は自治体の裁量で

決まり国が指導することができないため、自治体の財政状況が公費負担額に影響し

たこと、平成２３年度以降の予算の裏付けが不透明なために地方自治体財政当局が

逡巡したこと、国からの指示が遅れて地方自治体の予算要求の時期を過ぎていたた

め準備が短期間であったこと等の結果、格差が生じたことが推察される。 

公費負担金額の基礎となった妊娠中の健診回数、検査項目に関しては、平成２０

年に日本産科婦人科学会と日本産婦人科医会共同で発刊された「産婦人科診療ガイ

ドライン～産科編２００８」に準じており妥当と考えられるが、地域により子宮頸
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部細胞診の位置づけ（子宮がん検診が２０歳以上で実施）や超音波検査の回数など

に差があるためにそれぞれの対応が異なっているようである。 

また、受診券の交付方法については、検査項目などを記載した受診券方式は 1，

419 市区町村（78.8％）、検査項目は示さずに助成額を記載した補助券方式等は 381

市区町村（21.2％）であった。「無料化」という言葉が政府関係者やマスコミなど

で使われているが、妊婦健康診査においては回ごとの健診内容の相違や公費助成の

対象外の検査項目もあるため、妊婦や市民の誤解を招かないためにあくまでも公費

による補助（補助券）であることを強調したい。受診券（補助券）による不足分は

自費徴収等で対応されている。 

妊婦が居住地以外の医療施設を受診した場合、居住地の市区町村と医療機関との

委託契約及び償還払いを併用しての対応がなされているが、殊に、委託契約の場合

は、検査内容、検査単価等、地域格差が大きいため、医療機関はその対応に苦慮し

ているのが現状である。全国統一で償還払いを希望するところである。  

公費負担回数が平成２１年度から約２．５倍に増加したのは交付金事業の効果で

あり評価したいが、健診回数、公費負担額の地域格差に対しては妊婦の不公平感が

強く、社会保障のセーフティネットを守る立場からも、平成２２年度以降の格差是

正と平成２３年度以降の事業継続を強く望むものである。さらに、今後、今回の妊

婦健康診査公費負担の拡充によって、社会的に好ましい結果に繋がっているかにつ

いて検証することが大切と思われる。即ち、未受診妊婦が減少し飛び込み出産の減

少に効果があったのか、またそれに伴いＮＩＣＵの稼働率に変化があったかなどで

ある。 

また、本事業が平成２３年度以降も継続された場合、理想あるいは予定子ども数

と実際の子ども数の推移、二人目以上の子どもの出生率の推移など合計特殊出生率

に関連する調査も必要であろう。 
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２．日本産婦人科医会の分娩に係わる適正な費用の推定値 

日本産婦人科医会の協力を得て、全国分娩取り扱い施設における分娩に係る費用

の総額及びその内訳（医療経費をはじめ、人件費、間接経費など）について調査し、

その決定要因を明らかにすることを目的とした我が国初の大規模な実態調査が行

われた（厚生労働科学研究「我が国における分娩にかかる費用等の実態把握に関す

る研究」平成２１年３月）。 

調査は平成２１年１月、同会に登録している病院・診療所 2,886 施設を対象に行

い、1,707 施設（59.1％）から回答を得た。 

調査結果によると、病院・診療所別一人当たりの分娩費用の平均は423,957円で、

都道府県別でみると、東京都が最も高く 515,056 円、最も低いのは熊本県の 346,      

345 円であった。病院群（全国）は 422,698 円、診療所群（全国）は 424,873 円で、

設立母体別比較では、都道府県立と市町村立が低いことが判明した。 

全回答者が適正と考える分娩費用の平均は 534,956 円であり、地域毎の解析では

関東の平均 576,779 円が最高値で、九州・沖縄の平均 490,055 円が最低値となって

いた。 

地域により分娩費用の内訳項目や費用において差が見られ、分娩費用の積算に確

固たるものがなかったことがわかり、積算根拠を明らかにしていくと共に、医療行

為の積み重ねでは算定できない分娩を安全に導くための分娩監視を評価する仕組

みを確立することが必要である。 

群馬県佐藤病院における人件費、直接経費、間接経費等の詳細な試算から、正常

分娩費用は 468,254 円と算出された（日産婦医会報 平成１７年２月号、３月号）。

しかしこの中には、分娩の異常化に伴う緊急対応への配慮や、スタッフ増員への対

応、病院経営のための要素は加味されていない。さらに正常分娩のみを対象として

おり、医師の関わる時間は最小限のためその人件費も低く抑えられている。これら

を勘案してみると、適正分娩費用は約６０万円と推定された。 
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現在の分娩費用に全ての要素が含まれているかとの問いに対して、回答者の  

７０％が包含されていないと感じており、今後分娩費用の増額が必要であると認識

しているが、その増額予定の程度については地域により大きな隔たりがあった。し

かし増額予定額は３～５万円台と値上げの幅は小さく、適正分娩費用には及ばない

のが現状である。 

  では、何故適正と考えている額に値上げしないのか、分娩費用に影響している要

素は何かについて次の項で検討した。  

 

３．分娩費用に影響を与える因子 

従来、分娩費用がどのように決められてきたかは定かではなく、明文化された資

料もないが、国立病院での分娩費用を参考に出産育児一時金が決められてきた経緯

があり、このことが分娩費用に大きな影響を与えてきた。 

今回の実態調査ではすべての地域において分娩費用の安い公的病院があるから

増額ができないとしている。即ち、多くの公的病院での出産費用は低額傾向である

ために、その周辺地域の民間産科医療機関が分娩費用を増額することができず、ぎ

りぎりの運営を強いられてきた。地方自治体立病院においては、分娩費用の改定に

は議会における条例改正などの手続きが必要な上、地方議員の多くは住民サービス

の観点から分娩費用の増額を望まない傾向にあると思われる。しかし多くの自治体

立病院は赤字体質であり、一般財源より多額の繰り入れが行われているのが現状で

ある。この事実は税金の投入により分娩費を低額に抑えていることに等しいといわ

ざるを得ない。 

今回の実態調査で、各都道府県における公的病院とその他の病院、および有床診 

療所の平均分娩費用を比較すると、それぞれ有意な正の相関（決定係数 0.417、

0.551）を示しており、国公立病院の現状を把握し分娩費用の増額を提言する必要

がある。 
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また、実態調査では地域住民の所得水準も分娩費用に影響を与えてきた要素とし

て無視できず、特に北海道、東北、九州、沖縄では地域住民の所得水準が低いから

としている。即ち、各都道府県の一人当たりの年間所得は内閣府の平成１８年度県

民経済計算より引用し、一人当たりの分娩入院費用は各都道府県の平均値を用いて

比較すると、双方には有意な正の相関（決定係数 0.661）が認められ、地域毎の経

済状況が分娩費用に強く影響していることが示された。 

ただ、平成２１年１０月から施行された出産育児一時金の増額は全国一律であり、

都市部と地方間の格差の解消に寄与するともいえる。 

一方、独立行政法人化した大学病院を中心に、地方においても分娩費が５０万円

を上回るところが多く見られるようになってきた。これら収入増の一部を勤務医師

に還元するところもあり、好ましい状況が生まれつつある。しかしながらまだまだ

限定的であり、今後、多くの公私的病院において実施されることが望まれる。 

周産期医療崩壊を防ぐ手立ての一つに分娩費用の増額がある。とくに地方自治体

立病院の設立者には熟慮を求めたい。 

自然の営みである分娩には、地域での風土、慣習に根ざした文化的側面もあり、

本人、家族の個々に拘りもあることから、その多様な求めに応じる体制を整えれば、

分娩に係わる費用に反映されることもまた当然のことである。 

 

４．現金給付と現物給付 

これまで述べてきたように、妊婦健康診査の公費負担の拡充及び出産育児一時金

の増額、分娩費用の医療機関への保険者からの直接支払い等、産婦人科医療機関、

分娩医療機関にとって経済的な支援が実行されているものと思われるが、しかしこ

のことは現物給付への誘導と表裏一体であることを考えなければならない。 

正常分娩が保険診療となった場合のことを考えると、いくつかの問題点が挙げら

れる。まず母体・胎児二人の命を預かっている出産という現象に一体どれくらいの
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報酬がつけられるのであろうか。帝王切開の手術料を見れば自ずと想像がつくこと

になるが、一般には自然現象としか考えない経腟分娩では、分娩中の経過に種々の

バリエーションがあり、「ヒヤリ」とする頻度がそれなりにあっても、適正な評価

は望めないのではないか。 

また有床診療所では入院費が極端に低く抑えられており、現在の収入を確保する

ことは不可能である。さらに、自然に任せていれば何時出産するかもわからない分

娩待機料について、保険ではどのように評価するのであろうか。何時起こるかもし

れない出産の異常に対応するための長時間の監視への報酬はどのように評価する

のであろうかなど、分娩特有の現象に対するこのような料金は保険診療では馴染ま

ないと考えられる。もし仮に正常分娩を保険診療とするならば、診療報酬の正当な

評価として高点数とするべきであるが、診療報酬で正当に評価されないとなれば、

有床診療所のみならず大病院においても分娩医療機関は減収を余儀なくされ、殊に

多くの有床診療所は消滅していくものと予想される。さらに分娩費用に地域、分娩

施設間で大きな幅がある現状で、全国一律が原則である診療報酬点数を設定するこ

とは混乱を生じるであろう。 

  正常妊娠・正常分娩費用の現物給付は不適当、不合理であり、出産育児一時金の 

支給による現金給付の形態を堅持すべきと主張したい。 

  

平成１７年８月に、日本産婦人科医会と日本産科婦人科学会が厚生労働大臣宛に 

提出した「妊娠・分娩の給付のあり方に関する要望書」の要点を述べる。 

１．正常妊娠・正常分娩は高レベルの包括的医学管理が必要である。 

妊娠・分娩・産褥を安全な結果に導くためには、包括的医学管理が必要であり、

産科医師、助産師、看護師等や高度な医療機器で常時管理体制をとり、特に分娩で

は常に異常を予見しつつ、それらに迅速、的確に対応しなければならない。また、

妊娠・分娩の経過は個々の妊産婦でそれぞれ異なり、正常な経過に導くための技術
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や体制を一律に包括的な診療報酬点数で評価することは不可能である。 

 多発する医療事故を防止するためにも、随時十分な検査や処置を行い妊産婦や胎

児、新生児の安全を確保しなければならない。包括的な点数設定がなされれば、必

要な検査や処置が不十分となり、画一的な妊娠・分娩管理に陥ることが懸念される。 

２．正常妊娠・正常分娩の保険給付化で、多様化している妊産婦のニーズやアメ

ニティーへの期待に応えることができない。 

正常分娩が保険給付化（現物給付化）されれば、医療側は包括的な点数設定のも

とで医学的管理に重点をおかざるを得ず、アメニティーに配慮する余裕はなくなる。

結果として国民の考えや要望と乖離した分娩管理しか選択できず、分娩は無事終了

しても、産婦にとっては充実感や満足感に乏しい分娩となる。 

  本来、医療の現物給付は疾患の診断・検査・治療のために用意されたものであり、

従って正常な妊娠・分娩の管理は保険適用外として現金給付となっており、両会の

指導により保険適用の原則は守られてきた。その代わりとして出産育児一時金が時

代々々の経済状態に応じて増額され、世界に冠たる周産期医療の高度化を時期を失

せず実現してきた歴史があり、その事実が自ずから本システムの有用性を物語って

いる。 

  両会は改めて正常妊娠・正常分娩の現物給付化に反対を表明するとともに、妊産

婦の負担軽減のために出産育児一時金の増額を要望する。 

 

５．勤務医師の評価・就労条件 

産婦人科に携わる勤務医は、昼夜を分かたず働いているにもかかわらずそれほ

ど収入は多くなく、また医療訴訟も多いことなどから分娩を取り扱わない産婦人

科医として開業する医師が増加し、医学生の志望先としても敬遠されるようにな

ってきた。しかも新臨床研修制度や福島県立大野病院事件などによりこの傾向に

拍車がかかり、産婦人科医師不足は深刻な状況となっている。 
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平成２２年度からの臨床研修制度の見直しでは、産婦人科の研修が必須から外れ

たことから、さらに研修医へのリクルートが困難になることが予想される。この状

況を改善するための方策は種々考えられ実行されつつあるが、いまだ十分な成果が

得られていない。 

各地において、産婦人科医の集約化、重点化が進み医療の質の向上と医師のＱＯ

Ｌを高める試みが行われてきた。また診療報酬においてもハイリスク分娩管理加算

の適応拡大、ハイリスク妊娠管理加算の新設などが加わり、産科医療に対する支援

策が採られるようになってきた。しかし、現実には病院の収入増にもかかわらず、

産婦人科勤務医を取り巻く環境の厳しさに見合った待遇は与えられていない。産科

医師への還元は平成１９年０．６％、平成２０年７．７％、平成２１年８．２％の

施設において実施されるようになったが、まだ浸透していないのが現状である。分

娩手当、分娩待機料なども考慮に入れていくべきである。 

産科医療補償制度が導入され、さらに出産育児一時金が増額されることから病院

としても思い切った分娩費用の増額を図り、その一部を勤務医に還元することを実

施し、同時に当直明けの勤務を多少なりとも緩和させる体制の工夫も行うべきであ

る。 

このような意味において、大阪府における貝塚市民病院（婦人科）と泉佐野市民

病院（産科）の機能分化における産婦人科医の連携は、地域における周産期医療の

活性化と、そこに働く産婦人科医師の疲弊の緩和、精神的高揚を来たした良い事例

と考えられる。 

産婦人科女性医師は、４２歳以下では５０％を超え、２０歳代では約７０％を占

めるようになり、産婦人科医療において女性医師を抜きには考えられない状況であ

る。妊娠、分娩、育児による女性医師の離職を防ぐためには、フレックスタイム制

の導入や２４時間保育の保育所設置などにより女性医師にとって働きやすい職場

環境の整備が必要である。 
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また、患者や妊産婦のニーズから産婦人科は女性医師がなるべきであると一面的

な見方をする男子学生、研修医も多くいるため、男性医師、女性医師の何れもが活

躍できる職場であることを理解してもらい、共に一丸となって産婦人科医の待遇改

善を図り、男子学生の勧誘も進めていくことが必要となっている。 

 

６．有床診療所 

日本における分娩の特徴は、分散した多数の小規模施設でお産が行われており、

産婦人科医師不足が深刻化する以前はどの地域においても等しく利便性を感じな

がら分娩することができた。この意味で地域に根ざした産婦人科有床診療所の存在

意義は大きく、国民に支持されてきた結果、今でも全分娩数の４７～４８％を担っ

ている。   

しかし、ここ数年来の産婦人科を巡る諸問題のため、全国の有床診療所の減少と

病院の集約化による分娩施設の極端な減少から分娩難民が続出することになり、通

院に１～２時間もかかる現象も珍しくなくなってきた。平成５年と平成２０年の分

娩施設数を比較すると、病院は 1,796 か所から 1,137 か所と３７％減、診療所は

2,490 か所から 1,651 か所と３４％減となっている。これ以上分娩施設が減少する

ことは、ドミノ倒しとなって地域の産科医療崩壊を招くものと思われる。新規の産

婦人科有床診療所開業医師は著しく減少しており、また、現在開業している有床診

療所の継承者も減少している現実に危惧を覚える。 

有床診療所が分娩数の５０％以上を扱っている地域も多くある事実から、有床診

療所と病院の機能分化をうまく図っていくことこそが今後の周産期医療を守って

いく方策であると考えられるが、有床診療所が立ち行かなくなれば、たちまち病院

での分娩が増加し、勤務医はさらなる過重労働に陥り産科医療崩壊への悪循環が加

速されることになる。 

平成２０年３月に「医療法施行規則第３０条の３２の２第１項に規定する特定の
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病床等の特例について」の一部が改正され、改正前には有床診療所の開設が難しか

った二次医療圏においても、新規開設が可能となった。 

地域との連携という意味では、セミオープン・オープンシステムなどを利用し、

地域事情に合わせて、ローリスク妊娠、ハイリスク妊娠をそれぞれ診療所とオープ

ン病院が担うシステムの推進も必要である。また、診療所医師がハイリスク妊娠を

オープン病院の外来・病棟で担当するシステムも考えられる。 

診療所入院基本料の診療報酬点数の大幅なアップ、病診連携の推進、税制面での

配慮など環境整備を進めることにより、分娩を取り扱う有床診療所の新規開業・継

承を期待したい。 

 

 

Ⅲ．おわりに 

今回委員会で示したものは、産科医師及び産科医療機関が安心で安全な妊娠・分

娩に取り組むことができる必要最小限の条件である。ゆとりを持って産科医療に取

り組み、また、次代の産婦人科医師に生命の誕生の感動を伝えていくためにはさら

なる環境整備が必要である。時代によりこれらの条件や社会情勢は刻々と変化して

いくことから、今後とも社会のニーズを見据えつつ検討を続けていくことが重要で

ある。 
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研究要旨 
 本研究は、日本産婦人科医会（寺尾俊彦会長）のご協力を得て、全国分娩取り扱い施

設における分娩に係る費用の総額及びその内訳（医療経費をはじめ、人件費、間接経費

など）について調査し、その決定要因を明らかにする事を目的とした我が国初の大規模

な実態調査として企画された。 
 現在、崩壊の危機に瀕している周産期医療現場に対する早急な対応を考える上で、本

調査は欠かすことのできないものであり、少子化対策推進の観点から「妊婦が最初から

出産費用を負担しなくても済む制度設計の検討」にも大いに参考になると考えられる。

 さらに本研究により、分娩費用に及ぼす地域の特異性や、施設運営母体による影響を

明らかにすることは、今後の周産期医療の提供体制について適切な対応策を講じるため

の有益な情報をもたらすものと推察される。 
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A．研究目的 
本研究の目的は、全国分娩取り扱い施設

における分娩に係る費用の総額及びその内

訳（医療経費をはじめ、人件費、間接経費

など）について調査し、その決定要因を明

らかにすることにある。具体的には、分娩

費用の地域間の相違、運営母体による相違

の有無等を分析し、分娩費用算定に影響を

及ぼす因子を明らかにする。また、地域ご

とに公的施設や公的補助を受けている施設

の分娩費用と周辺地域の施設の費用の関連

についても分析を行い、その影響を検討す

る。 
さらに、母児を守る安全な分娩管理に必

要な医療と、快適な出産のために必要かつ

十分な分娩費用の算出を明らかにする。 
 
B．研究方法 
調査対象：日本産婦人科医会の全国の登録

施設（病院・診療所 2,886 施設） 
調査時期：平成 21 年 1 月 
調査方法：郵送によるアンケート調査を実

施した。各地域（ブロック単位）に 研

究協力者を指名し協力を得て、回収率の

向上を図った。 
調査項目：以下の項目について平成 21 年 1

月 20 日の時点での状況を訊ねた。 
１．現状の分娩費には必要経費がすべて

包含されているか  
２．分娩入院費用 
（１）実際に請求している総額の概算 
（２）請求項目とその内訳 
（３）医療外費用（アメニティ、サービス部

分） 
（４）安全な分娩管理のために必要である

が、請求されていない費用 

産科・麻酔科・小児科医師、助産・看

護スタッフの確保 
常時緊急事態に備えたダブルセット

アップ体制の確保 
（５）分娩入院に使用する部屋および部屋

代 
（６）時間外加算（時間外、深夜、休日）

の金額 
３．今後の分娩入院費用引き上げ予定と予

定額、引き上げの理由 
４．分娩費を増額できない理由 
５．適正と考えられる（望ましい）分娩入

院費用の総額 
回収率：2,886 施設中 1,707 施設（59.1％）

より有効回答を得た（表 1、表 2） 
調査結果の分析：都道府県・ブロック、施

設規模、設立母体別に分けてデータ分析

を行い、統計処理はカイ 2 乗検定、t 検

定を用いた。 
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C．結果 
１．現状の分娩費には必要経費がすべて

包含されているか（表 3、図 1） 
分娩入院費用に関し、待機人員の手当や

分娩時間の長短に応じた負担額等すべて

の要因を包含されていると回答した施設

は 396 施設で全体の 25.3％にとどまり、

942 施設 60.2％は包含されているとはい

えないと回答していた。 
 
２．分娩入院費用（表 4、図 2） 
（１）一人当たりの分娩入院費用総額と

標準入院日数 
初産単胎妊婦が平日の昼間に正常分

娩した場合の母体および新生児に係る

全ての入院費用（分娩入院費用）は、

全国平均で 423,957 円となっていた。

地域毎の解析では、関東の平均 459,260
円が最高値で、九州・沖縄の平均

393,671 円が最低値となっていた。また、

都道府県毎の解析では東京都の平均

515,056 円が最高値で、熊本県の平均

346,345円が最低値となっていた（表5、

図 3）。 
標準的な入院日数は、全国平均 6.28

日で、地域毎の解析では中部が平均

6.47 日で最長となり、関東が平均 6.10
日で最短であった（表6）。また、都道

府県毎の解析では山形県が平均 6.86 日

と最長で、埼玉県が平均 5.90 日で最短

となっていた。 
現在の金額に値上げをした時期は回

答のあった 1,586 施設において、2005
年までが 5.0％、2006 年から 2008 年

が 24.9％、2009 年が 70.1％であった

（表 7）。 

（２）請求項目とその内訳 
分娩入院費用は医療費用と医療外費

用から構成される。 
医療費用の主たる内訳は入院料、分

娩（介助、介補、管理）料、新生児管

理（保育）料、妊産婦への投薬・注射・

検査・処置料、新生児への投薬・注射・

検査・処置料、文章料、衛生材料費か

ら構成される。 
入院料は全国平均 100,403 円で、地

域毎の解析では近畿の平均 116,950 円

が最高値で、九州・沖縄の平均 77,581
円が最低値となっていた（表 8、図 4）。

また、都道府県毎の解析では山梨県の

平均 157,242 円が最高値で、宮崎県の

平均 60,243 円が最低値となっていた。 
分娩（介助、介補、管理）料は全国

平均 199,797 円で、地域毎の解析では

関東の平均 221,896 円が最高値で、中

国・四国の平均 184,555 円が最低値と

なっていた（表 9、図 5）。また、都道

府 県 毎 の 解 析 で は 栃 木 県 の 平 均

267,846 円が最高値で、和歌山県の平均

140,936 円が最低値となっていた。 
新生児管理（保育）料は全国平均

44,807 円で、地域毎の解析では近畿の

平均 52,350 円が最高値で、九州・沖縄

の平均 36,726 円が最低値となっていた

（表 10、図 6）。また、都道府県毎の解

析では大阪府の平均 58,925 円が最高値

で、宮崎県の平均 22,895 円が最低値と

なっていた。 
妊産婦への投薬・注射・検査・処置

料は全国平均 24,400 円で、地域毎の解

析では近畿の平均 34,183 円が最高値で、

九州・沖縄の平均 14,979 円が最低値と
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なっていた（表 11、図 7）。また、都道

府県毎の解析では山梨県の平均 44,668
円が最高値で、長崎県の平均 8,957 円

が最低値となっていた。 
新生児への投薬・注射・検査・処置

料は全国平均 11,627 円で、地域毎の解

析では関東の平均 13,681 円が最高値で、

北海道・東北の平均 9,734 円が最低値

となっていた（表 12）。また、都道府県

毎の解析では徳島県の平均 22,275 円が

最高値で、福井県の平均 3,000 円が最

低値となっていた。 
文書料は全国平均 2,877 円で、地域

毎の解析では関東の平均 3,356 円が最

高値で、中部の平均 2,431 円が最低値

となっていた（表 13）。また、都道府県

毎の解析では徳島県の平均 4,988 円が

最高値で、愛媛県の平均 1,702 円が最

低値となっていた。 
衛生材料費は全国平均 10,969 円で、

地域毎の解析では関東の平均 13,720 円

が最高値で、九州・沖縄の平均 7,259
円が最低値となっていた（表 14）。また、

都道府県毎の解析では和歌山県の平均

22,983 円が最高値で、長崎県の平均

5,082 円が最低値となっていた。 
 
（３）医療外費用   

特別料理、美容サービス、記念品な

ど医療外費用としての請求総額を表 15
に示す。全国平均は 8,854 円で、地域

毎の解析では関東の平均 10,018 円が最

高値で、北海道・東北の平均 5,431 円

が最低値となっていた（表 15、図 8）。 
項目としてお祝い膳、アロマ等、ア

ルバム・お土産などがあるが、お産セ

ットとして分娩・産褥に必要な物品を

まとめて提供している施設があった。

それぞれの内訳は表 16 の如くである。 
 
（４）安全な分娩管理のために必要で

あるが、請求されていない費用 
分娩を管理する上で、医師（麻酔科

医、新生児科医、産科医）待機料やダ

ブルセットアップ（分娩時に常に帝王

切開が出来るように備えること）のた

めに要した費用等、請求に含まれていな

い金額の総額を（表 17、図 9）に示す。 
全国平均は 69,688 円で、地域毎の解

析では近畿の平均 75,492 円が最高値で、

中部の平均 58,100 円が最低値となって

いた。また、都道府県毎の解析では山

梨県の平均 120,000 円が最高値で、新

潟県の平均 21,814 円が最低値となって

いた。 
全国の調査でその内訳を表 18に示す。

分娩管理という名目で請求したいとさ

れる施設は 65 あり、その額は 3 千円か

ら 20 万円の幅があり平均は 3 万 6 千円

弱であった。同様に帝王切開やダブル

セットという項目も幅が有る。回答者

によって表現は異なるが、類似の項目

と考えられる。 
スタッフの項目については今回の調

査で最も特筆すべき部分の一つと考え

られる。医療機関は助産所と異なり、

常に帝王切開などの緊急手術に備えて

十分なスタッフを用意しなければなら

ない。これらは単純に分娩に要する費

用の積算には現れてこない。分娩費の

算定にはともすれば使用した物品の費

用、実際に働いた人件費のみを積算し
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がちであるが、医療機関においてはそ

れより多額の費用を要している事が明

白になった。 
 
（５）分娩入院に使用する部屋および部屋

代 
分娩入院に使用する部屋の種類と 1

日当たりの室料を表 19～23 に示す。各

施設における部屋数の全国平均は 1 人

部屋 7.9 室、2 人部屋 2.7 室、3 人部屋

1.6 室、4 人部屋 3.1 室、5 人部屋 1.3
室、6 人部屋 2.5 室、 LDR 1.8 室、 特

別室 2.3 室で、LDR、特別室を含めた

個室（1 人部屋）が全体の約 50％を占

めていた。 
1 人部屋の 1 日当たりの室料は全国

平均 10,159 円で、地域毎の解析では関

東の平均 13,788 円が最高値で、中国・

四国の平均 7,133 円が最低値となって

いた（表 19）。また、都道府県毎の解析

では東京都の平均 19,743 円が最高値で、

鳥取県の平均 4,000 円が最低値となっ

ていた。 
2 人部屋の 1 日当たりの室料は全国

平均 7,775 円で、地域毎の解析では関

東の平均 9,730 円が最高値で、中部の

平均 4,958 円が最低値となっていた（表

20）。また、都道府県毎の解析では新潟

県の 18,000 円が最高値で（回答 1 施設）、

福井、徳島各県では室料が請求されて

いなかった。 
3 人部屋の 1 日当たりの室料は全国

平均 8,105 円で、地域毎の解析では関

東の平均 10,141 円が最高値で、中部の

平均 3,011 円が最低値となっていた（表

21）。また、都道府県毎の解析では 19

の県で室料請求はされていなかった。 
4 人部屋以上の室料は請求されてい

ない地域が多く、結果は省略する。 
LDR の 1 日当たりの室料は全国平均

15,572 円で、地域毎の解析では関東の

平均 20,694 円が最高値で、近畿の平均

11,214 円が最低値となっていた（表 22）。 
特別室の 1 日当たりの室料は全国平

均 13,642 円で、地域毎の解析では関東

の平均 20,042 円が最高値で、北海道・

東北の平均 8,866 円が最低値となって

いた（表 23）。また、都道府県毎の解析

では東京都の平均 30,498 円が最高値で、

青森県の平均 5,250 円が最低値となっ

ていた。 
施設毎の 1 日当たりの最高室料（表

24、図 10）と最低室料（表 25、図 11）

の全国平均はそれぞれ 12,919 円、7,485
円で 2 倍近い格差となっていた（表 15）。 

 
（６）時間外加算（時間外、深夜、休日）

の金額 
表 26 に時間外等加算の結果を示す。

時間外加算、深夜加算、休日加算の全

国平均はそれぞれ、17,277 円、27,392
円、26,057 円であった。 

時間外加算の地域毎の解析では北海

道・東北の平均 19,607 円が最高値で、

中国・四国の平均 16,082 円が最低値で

となっていた（表 26）。また、都道府県

毎の解析では富山県の平均 36,250 円が

最高値で、栃木県の平均 9,489 円が最

低値となっていた。 
深夜加算の地域毎の解析では九州・

沖縄の平均 29,052 円が最高値で、中

国・四国の平均 24,871 円が最低値でと
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なっていた（表 27）。また、都道府県毎

の解析では富山県の平均 53,125 円が最

高値で、愛媛県の平均 14,529 円が最低

値となっていた。 
休日加算の地域毎の解析では九州・

沖縄の平均 27,889 円が最高値で、中

国・四国の平均 22,795 円が最低値でと

なっていた（表 28）。また、都道府県毎

の解析では富山県の平均 52,500 円が最

高値で、愛媛県の平均 14,941 円が最低

値となっていた。 
 
３．今後の分娩入院費用引き上げ予定と予

定額、引き上げの理由 
今後の分娩入院費用増額に関し、892 施

設（有効回答 1,707 施設中 52.3％）が予定

していると回答している（表 29、図 12）。 
増額予定金額は全国平均 47,657 円で、

地域毎の解析では関東の平均 58,568 円が

最高値で、近畿の平均 35,423 円が最低値

となっていた。また、都道府県毎の解析で

は高知県の平均 110,000 円が最高値で、

京都府の平均 19,000 円が最低値となって

いた（図 13）。 
増額する時期は回答のあった 792 施設

中、2009 年中が 703 施設（88.8％）、2010
年以降は 59 施設 11.2％に過ぎなかった。 

増額の理由はとしては、医療安全の維

持・向上（33.3％）、医師・スタッフの QOL
改善（30.6％）、診療機器・施設等の充実

（29.8％）、産科医療補償制度加入のため

（29.8％）などが挙げられていた（表 30）。 
産科医療補償制度に対しては、表７に示

されているように2009年に入って値上げ

をした施設が70.1％であったことから対

策されていると推測される。 

 
４．分娩費を増額できない理由 

増額できない理由としては、地域の所得

水準（22.0％）、近隣施設との競合（20.3％）、

公的施設の低い分娩入院費用（15.1％）な

どが挙げられていた（表 31）。 
 
５．適正と考えられる（望ましい）分娩入

院費用の総額 
現時点で適正と考えられる費用を尋ね

た。回答の全国平均 534,956 円で、地域

毎の解析では関東の平均 576,779 円が最

高値で、九州・沖縄の平均 490,055 円が

最低値となっていた（表 32、図 14）。また、

都道府県毎の解析では東京都の平均

607,730 円が最高値で、沖縄県の平均

422,632 円が最低値となっていた（図 15）。 
 
６．分娩入院費用の分析 
（１）施設運営母体別の分娩入院費用 

表 33に一人当たりの分娩入院費用総

額とその内訳を、施設運営母体毎に比

較し示す。 
全国の分娩取扱い施設を病院、診療

所に大別するとその分娩入院費用総額

はそれぞれ 422,698 円、424,873 円で

あった（表 33-a）。また、その内訳では

入院料が病院施設で 125,743 円と診療

所の 1.5 倍であるのに対し、分娩料は診

療所で 213,671円と病院施設に比較し、

高額になっていた。 
病院施設の経営母体を大学、国立病

院機構、都道府県立、市町村立、厚生

連、済生会、赤十字、私立、その他に

分類し、一人当たりの分娩入院費用総

額を比較すると、それぞれ 479,284円、
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431,960 円、372,471 円、386,906 円、

411,550 円、421,789 円、437,105 円、

436,710 円、419,829 円となり、都道府

県立、市町村立で低値となっていた（表

33-b）。 
 
（２）分娩費用に影響を与える因子の検討 

一人当たりの分娩入院費用総額に影

響を与える因子を、その積算根拠とな

る分娩費用の内訳、施設機能（病床数、

医師数、分娩数）、外的要因（近隣施設

の分娩費、地域の経済状態）から検討

した。 
1) 分娩費用の内訳 

分娩入院費用の内訳で、その主たる

要因となる入院料と分娩（介助、介補、

管理）料が分娩入院費用総額に与える

影響を検討した。図 16 に分娩入院費用

総額と入院料の散布図を示すが、両者

には何ら有意な関連は認めなかった。

同様に、分娩（介助、介補、管理）料

との関連を図 17 に示す。両者は正の相

関を示すが、有意差を見いだすには至

らなかった。 
2) 施設規模 

施設規模の指標として、産科常勤医

師数（図 18）、年間分娩数（図 19）、全

病床数（図 20）、産科病床数（図 21）

が一人当たりの分娩入院費用総額に与

える影響を検討した。 
その結果、一人当たりの分娩入院費

用総額と産科常勤医師数、年間分娩数、

全病床数、産科病床数の決定係数はそ

れぞれ 0.09、0.075、0.011、0.045 で、

いずれも有意な関連は認めなかった。 
 

3) 外的要因 
外的要因として、近隣施設の分娩費

と地域の経済状態が一人当たりの分娩

入院費用総額に与える影響を検討した。 
a. 公的病院分娩費用 

一人当たりの分娩入院費用総額を施

設運営母体毎に比較すると、都道府県

立病院、市町村立病院で他の施設に比

較し低額になる。そこで、これら公的

病院（国立病院機構、都道府県立、市

町村立）の分娩費用がその他の病院や

有床診療所の分娩費用に及ぼす影響を

検討した。図 22 に各都道府県における

公的病院とその他の病院、および有床

診療所の平均分娩費用（一人当たりの

分娩費用の概算）を比較し示す。その

結果、その他の病院、および有床診療

所の平均分娩費用は各地域の公的病院

とそれぞれ有意な正の相関（決定係数

0.417、0.551）を示した。 
b. 都道府県別公的病院を除く病院と診

療所 
同様に各都道府県における公的病院

を除くその他の病院施設と診療所にお

ける一人当たりの分娩入院費用総額を

比較した（図 23）。その結果、双方には

有意な正の相関（決定係数 0.661）が認

められた。 
c. 住民所得と分娩費用 

社会的な要因として、各都道府県の

一人当たりの年間所得を取り上げ、一

人当たりの分娩入院費用と比較した。

各都道府県の一人当たりの年間所得は

内閣府の平成 18年度県民経済計算より

引用し、一人当たりの分娩入院費用は

各都道府県の平均値を用いて比較した
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（表 34、図 24・25）。その結果、双方

には有意な正の相関（決定係数 0.508）
が認められ、地域毎の経済状況が分娩

費用に強く影響していることが示され

た。 
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D．考案 
本研究は、分娩費用に関する我が国初

の大規模な全国実態調査と位置付けられ

る。日本産婦人科医会施設情報調査に基

づき、全国全ての分娩取扱い施設 2,886
施設に郵送による調査を実施し、1,707 施

設（59.1％）から有効回答が得られ、分析

に供された。 
 
１．分娩入院費用の実態 

平成 21 年 1 月 20 日現在、全国の分娩

入院費用は平均 423,957 円であった。ま

た、中央値、最頻値もそれぞれ 42 万円と

40 万円で、ほぼ正規分布を示しているも

のの、施設毎の分娩入院費用には 21 万円

から 81 万円と約 4 倍の格差があった。こ

の格差は都道府県毎の比較でも同様で、最

高値であった東京都の平均分娩入院料は

最低値の熊本県の 1.5 倍に及び、全国 13
県で最低分娩入院費用が熊本県の平均額

を上回っていた。地域毎の平均額でも関東

と九州・沖縄では 1.2 倍の格差が認められ、

興味深いことに、分娩入院費用が最も高い

関東では、標準的な入院日数が最短になっ

ていた。 
 
２．分娩入院費用の積算根拠 

分娩入院費用は医療費用と医療外費用

から構成される。これらの項目の詳細は分

娩入院費用の積算根拠を明らかにするた

め重要である。医療費用の内訳には入院料、

分娩（介助、介補、管理）料、新生児管理

（保育）料、妊産婦への投薬・注射・検査・

処置料、新生児への投薬・注射・検査・処

置料、文章料、衛生材料費があるが、入院

料、分娩（介助、介補、管理）料が、総額

の 70％を占め、分娩入院費用の主たる要

因になっていた。入院料と分娩（介助、介

補、管理）料を地域毎に比較すると、それ

ぞれ、近畿と関東が高値で、九州・沖縄と

中国・四国が低値になり、分娩入院費用を

反映する可能性が示唆されたものの、両者

には有意な相関関係は認めなかった（図 1、

2）。すなわち、分娩費用の内訳は何ら分娩

入院費用総額を決定する因子にはなって

いなかった。 
分娩入院費用の 70％を占める主たる内

訳であるこれら 2 つの要因が、分娩入院

費用総額を反映しないとする本成績は、分

娩管理における経費算定の難しさを反映

している。仮に正常分娩であっても、陣痛

発来から分娩に至るまでの時間経過には

15 時間から 30 時間の幅がある。この間、

医師、助産師、看護師などの医療従事者は、

持続的に妊婦と胎児双方を管理しなけれ

ばならない。全分娩経過において、この期

間は、分娩管理上最も注意を要し、かつ、

同時に 2 人（母体、胎児）の集中管理を

行なわなければならない極めて重要な時

期である。しかし、この長時間にわたる分

娩監視（あるいは陣痛監視・管理）に関す

る明確な経費算定基準はない。したがって、

施設毎の独自判断で入院料、あるいは分娩

（介助、介補、管理）料に組み込まれてい

るか、請求されていないことが推察される。

実際、全国の分娩取扱い施設を病院、診療

所に大別した検討でも、両者の分娩入院費

用の総額は同等であるにも関わらず、入院

料が病院施設で診療所の 1.5 倍であるの

に対し、分娩料は診療所で病院施設に比較

し 1.2 倍となっており積算根拠がないこ

とに起因していると思われた。また、リス
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ク患者であれば、この間、複数の産婦人科

医師はじめ、新生児科医師、麻酔科医師な

どを待機させなければならない。こうした

算定困難な経費が存在することは、約

60％の施設で分娩費用には全ての経費が

包含されていないと回答された本成績か

らも明らかで、実際、約半数の施設は平均

5 万円程度の値上げを予定していた。今後、

分娩入院費用の適正化を図るためには、こ

の分娩監視（あるいは陣痛監視・管理）に

関する明確な基準を作成し、管理料を設定

していかなければならないと推察された。 
 
３. 分娩入院費用に影響を及ぼす因子 

分娩入院費用に影響を与える要因とし

て、各施設の産科常勤医師数、年間分娩数、

全病床数、産科病床数と分娩入院費用の関

連を検討したが、両者には何ら有意な関係

は認めなかった。このことは施設規模や機

能が何ら分娩費用の決定因子にならず、ダ

ブルセットアップ（緊急帝王切開や危機的

出血に対する準備）などに要する、待機医

師や予備機能に関する診療報酬が請求さ

れていないことが示唆された。 
一方で、分娩入院料は施設の経営母体に

より異なっている。最も低額の都道府県立

病院と比較し、平均額が最高であった大学

病院の分娩入院費用は 1.3 倍で、金額で

10 万円の格差があった。都道府県立病院

など公的施設には住民サービスやその公

共性から分娩入院費用が政策的に低額に

設定されていることが推察されるが、この

低い分娩入院料は同時に、近隣施設の分娩

入院費用に影響を与えている。都道府県毎

の公的病院とその他の病院、および有床診

療所の平均分娩入院費用にはそれぞれ有

意な正の相関があり、地域の公的病院の分

娩入院費用が近隣施設に明確に影響して

いた。このことは近隣施設の経営状況を圧

迫している可能性が高い。公的病院は各自

治体から何らかの形で助成を受けている

が、民間施設で助成を受けられるのはごく

一部の周産期センターなどに限られてい

るのが現状であり問題視されるべき事項

である。 
また、近隣施設の費用に影響されるとい

う関係は公的病院を除くその他の病院と

診療所の間にも存在する。都道府県毎にそ

れぞれの平均分娩入院費用を比較すると、

両者には有意な正の相関が認められ、近隣

施設の分娩入院費用が密接に関連してい

ることが示された。実際、本成績でも約

20％の施設において、増額できない理由

に近隣施設との競合があげられていた。 
以上に示すごとく、分娩入院費用の積算

根拠に関しては、その主たる構成要素の入

院料、分娩（介助、介補、管理）料に明確

な基準がなく、今後の検討課題を残す結果

となった。また、施設規模やその機能も分

娩入院費用を決定する要因にはならず、地

域毎の公的施設や近隣施設の分娩入院費

用が密接に関連し、分娩入院費用は強く地

域に依存するものであることが明らかに

なった。さらに、都道府県毎の平均分娩入

院費用は住民所得と明確な相関性があり、

分娩入院費用は地域の経済状況に依存し

ていた。 
 

分娩入院費用は地域の経済状況に依存

するものの、全国の都道府県別住民一人当

たりの所得格差は 2 倍以上（東京 482 万

円：沖縄 210 万円）であるのに対し、分
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娩入院費用の格差は 1.5 倍（東京都 52 万

円：熊本県 35 万円）に止まっている。こ

のことは、分娩入院費用が高額な地域か低

額の地域において、分娩入院費用が実勢経

済と解離していることを示唆している。す

なわち、高所得の地域の分娩入院費用が経

済状況より低額か、低所得地域の分娩費用

が高額ということである。 
長い期間自由診療で行なわれてきた妊

娠、分娩管理の診療報酬に、実勢経済の状

況に応じた地域格差が生じることは、いた

って自然な市場原理と考えられる。しかし

わが国が抱える小子化問題を改善するた

めには、分娩取扱い施設とそこで働く医師

およびスタッフを十分に確保することは

喫緊の最優先課題であるから、施設の経営

安定化と医師の就労環境向上などのため

に必要かつ適正な分娩入院費用について

は再考される必要があり、今回の調査から

は、現行の 2 倍近いものになることが推

察される。 
 全国の分娩入院費用は平均 423,957 円

であった。研究協力者である佐藤仁医師は

自院の症例から正常分娩で 6 日間入院し

た場合の必要経費を以下のように算定し

ている（「1 分娩・入院に必要な費用（2）」、
日産婦医会報、平成 17 年 3 月号、12 頁）。 
引用すると 

労務人件費：￥299,516 
分娩室、新生児室、病棟、その他の

部門の各職種が直接関与した労務時

間の平均時間数（病棟は入院 6 日間

の直接関与時間）を調べた、さらに

出産の安全確保と快適性のために、

監視、介助、処置、看護の労務時間

を集計して時給（平成 15 年度）で算

出。 
直接経費：￥54,800 

主に分娩時、新生児室、病棟にて使

用するディスポ製品や薬剤、周辺機

器、食材費用など。 
間接経費：￥113,938 

病院経営、運用上の必要経費（電気・

ガス・水道、リネン、広告、保険、

公租公課など）、年間経費（償却資産、

固定負債、地代、損害保険など）。 
以上より労務人件費＋直接経費＋間

接経費は￥468,254 となり、10％の

諸経費を加算すると約 51 万円とな

った。 
今回の調査では一人当たりの分娩費用の

平均が 423,957 円であり。佐藤氏の必要

経費の積算（平成 15 年当時の水準）では

約 51 万円となっていた。そして現時点で

医療機関が適正と考えられる（望む）分娩

費用は 534,956 円であった。さらに分娩

を管理する上で、医師（麻酔科医、新生児

科医、産科医）待機料やダブルセットアッ

プ（分娩時に常に帝王切開が出来るように

備えること）のために要した費用等、請求

に含まれていない金額の総額は全国平均

で 69,688 円であった。これらを集計する

と、医療機関においては緊急事態にも備え

た母児のために真に安全な分娩の管理を

行うためには 60 万円が必要と考えられた。 
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E．結論 
今回の全国の分娩入院費用は平均

423,957 円で、正規分布を示すものの、施

設間には 4 倍の格差、都道府県では 1.5
倍の格差があった。また現時点で各施設が

適正と考えている（望ましい）分娩費用は

全国平均で 534,956 円であった。さらに

医療機関においては緊急事態にも備えた

母児のために真に安全な分娩の管理を行

うためには、請求に含まれていない金額と

して全国平均で 69,688 円が必要であり、

全てを集計すると 60 万円が必要と考えら

れた。 
分娩入院費用の内訳では入院料、分娩

（介助、介補、管理）料が、総額の 70％
を占め、分娩入院費用の主たる要因になっ

ていた。分娩入院費用の積算根拠に関して

は、その主たる構成要素の入院料、分娩（介

助、介補、管理）料に明確な基準がなく、

今後の検討課題を残す結果となった。また、

施設規模やその機能も分娩入院費用を決

定する要因にはならず、地域毎の公的施設

や近隣施設の分娩入院費用が密接に関連

し、分娩入院費用は強く地域に依存するも

のであることが明らかになった。さらに、

都道府県毎の平均分娩入院費用は住民所

得と明確な相関性があり、分娩入院費用は

地域の経済状況に依存するものであった．

従って、全国均一の適正な分娩入院費用の

総額を設定することは現状では困難で、地

域の特性に合わせた設定、支援を基本額に

上乗せするなどの配慮が必要になるもの

と推察された。 
最後に本研究にご協力いただいた研究

協力者、アンケートに応じていただいた日

本産婦人科医会会員各位に御礼申し上げ

ます。この結果が真に母児の安全な分娩管

理のために、医療機関における分娩費用適

正化に寄与することを期待します。 

－ 12 －



- 1 -

「我が国における分娩にかかる費用等の実態把握に関する研究」

図 表

－ 13 －



－ 14 －



- 2 -

調査実施状況表 1 

回答施設の内訳表 2 
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 図 2 

分娩入院費用　一人当たりの概算表 4 
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分娩入院費用（都道府県別）表 5 
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分娩入院費用（都道府県別）図 3 
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標準入院日数表 6 

現在の分娩費に値上げしたのはいつですか（施設区分別）表 7 
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医療費用　入院料表 8 

医療費用　入院料図 4 
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医療費用　分娩（介助、管理）料図 5 
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医療費用　新生児管理料表 10 

医療費用　新生児管理料図 6 
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医療費用　妊産婦への投薬・注射・検査・処置料表 11 

医療費用　妊産婦への投薬・注射・検査・処置料図 7 
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医療費用　新生児への投薬・注射・検査・処置料表 12 

医療費用　文書料表 13 
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医療費用　衛生材料費表 14 
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 図 8 

医療外費用合計（回答施設ごとに列記された項目金額を合算した値）表 15 

医療外費用について、特別料理（お祝い膳等）・美容サービス・記念品などの費用表 16 
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請求外医療サービスの合計（回答施設ごとに列記された項目金額を合算した値）表 17 
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 図 9 

分娩を管理する上で、請求に含まれない医療サービス表 18 

 （麻酔医・産科医等待機時間、各職種人員確保、ダブルセットアップなど）
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１人部屋数と部屋代表 19 

２人部屋数と部屋代表 20 

３人部屋数と部屋代表 21 
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LDR の部屋数と部屋代表 22 

特別室の部屋数と部屋代表 23 
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 図 10 

部屋代の最高値表 24 
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 図 11 

部屋代の最低値表 25 

¥0 ¥2,000 ¥4,000 ¥6,000 ¥8,000 ¥10,000

1_

2_

3_

4_

5_

6_

－ 32 －



- 20 -

時間外加算表 26 

深夜加算表 27 

休日加算表 28 
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増額予定金額表 29 
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増額予定金額（都道府県別平均）図 13 
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増額の理由（複数回答項目）　表 30 ※％は回答率
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貴院に増額できない理由がありますか？ （複数回答項目）　表 31 ※％は回答率
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適正と思われる分娩入院費用表 32 
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適正分娩入院費用（都道府県平均）図 15 
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a　分娩入院費用（病院・診療所）表 33-

b　分娩入院費用（施設区分別）表 33-
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分娩費用総額と入院料図 16 

分娩費用総額と分娩料図 17 
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分娩費用総額と医師数図 18 

分娩費用総額と分娩数図 19 
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分娩費用総額と全病床数図 20 

分娩費用総額と産科病床数図 21 
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都道府県別公的病院分娩費用との比較図 22 

都道府県別その他の病院と診療所の分娩費用（円）図 23 
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県別県民所得との相関表 34 
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